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(57)【要約】
【課題】地中に設けられた狭隘な観測用ボアホール内に
おいて、波長の長い微弱な地中電磁波の水平電界成分を
感度よく検出できるようにする。
【解決手段】水平電界成分検出センサとして、全長が観
測用ボアホールの内径より小さい一対の線状の導体から
なる短尺ダイポールアンテナ素子を所定の離隔距離以上
離して深さ方向に平行に多数配列し、各短尺ダイポール
アンテナ素子の一方側の素子をコンデンサＣ１を介して
差動増幅器の一方側の入力に接続し、他方側の素子をそ
れぞれコンデンサＣ１を介して差動増幅器の他方側の入
力に接続し、各短尺ダイポールアンテナの両側の素子の
電位差により差動増幅器の一方側の入力と他方側の入力
の間の静電容量Ｃ０（<<Ｃ１）に誘導される電荷の合計
値による電位差を検出することによって各短尺ダイポー
ルアンテナの両側の素子の電位差が加算されるようにし
、長尺のダイポールアンテナと同等の検出感度と指向特
性が得られるようにした。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　地中に設けられた狭隘な観測用ボアホール内において地中電磁波の３次元電界成分を検
出する３次元電界センサを備えた地中電磁波３次元成分検出センサであって、
　前記３次元電界センサは、３次元電界成分のうち水平２方向の電界成分を検出する水平
電界成分検出センサとして、
　　全長が前記観測用ボアホールの内径より小さい一対の線状の導体からなる短尺ダイポ
ールアンテナを、深さ方向に平行に複数配列した短尺ダイポールアンテナアレイと、
　　前記各短尺ダイポールアンテナアレイのそれぞれに対応して、前記配列された各短尺
ダイポールアンテナの検出方向に対して一方側の素子に誘起される電位と他方側の素子に
誘起される電位の電位差を、前記配列された各短尺ダイポールアンテナについて加算する
差動増幅器と、
を備えたことを特徴とする、地中電磁波３次元成分検出センサ。
【請求項２】
　前記水平電界成分検出センサは、
　　前記配列された各短尺ダイポールアンテナの検出方向に対して一方側の素子は、それ
ぞれ前記差動増幅器の一方側の入力と他方側の入力の間の静電容量に対して十分に大きい
静電容量を有するコンデンサを介して前記差動増幅器の一方側の入力に接続され、
　　前記配列された各短尺ダイポールアンテナの検出方向に対して他方側の素子は、それ
ぞれ前記一方側の素子の接続に用いたコンデンサと同一の静電容量を有するコンデンサを
介して前記差動増幅器の他方側の入力に接続され、
　　前記差動増幅器は、前記配列された各短尺ダイポールアンテナの検出方向に対して一
方側の素子に誘起される電位と他方側の素子に誘起される電位との電位差により前記差動
増幅器の一方側の入力と他方側の入力の間の静電容量に誘導される電荷の合計値による電
位差を検出するようにしたことを特徴とする、請求項１に記載の地中電磁波３次元成分検
出センサ。
【請求項３】
　前記水平電界成分検出センサは、
　　前記配列された各短尺ダイポールアンテナと隣接する短尺ダイポールアンテナとの間
を、前記各短尺ダイポールアンテナ素子による電荷蓄積に対して隣接する短尺ダイポール
アンテナ素子による電荷蓄積の影響が無視できる離隔距離を空けて配列するようにしたこ
とを特徴とする、請求項２に記載の地中電磁波３次元成分検出センサ。
【請求項４】
　前記水平２方向の電界成分を検出する前記短尺ダイポールアンテナアレイは、
　　前記水平２方向の短尺ダイポールアンテナアレイに配列される各短尺ダイポールアン
テナのそれぞれを、深さ方向に互いに前記離隔距離を空けた各水平面のそれぞれにおいて
直交する方向に配列するようにしたことを特徴とする、請求項３に記載の地中電磁波３次
元成分検出センサ。
【請求項５】
　前記３次元電界センサは、３次元電界成分のうち垂直方向の電界成分を検出する垂直方
向電界成分検出センサとして、前記水平２方向の電界成分検出用の複数の短尺ダイポール
アンテナの合計長さに相当する長さの長尺ダイポールアンテナと、前記長尺ダイポールア
ンテナの検出方向に対して一方側の素子に誘起される電位と他方側の素子に誘起される電
位の電位差を検出する垂直方向電界成分検出用差動増幅器とを備えたものであって、
　前記長尺ダイポールアンテナの検出方向に対して一方側の素子は、前記垂直方向電界成
分検出用差動増幅器の一方側の入力と他方側の入力の間の静電容量に対して十分に大きい
静電容量を有するコンデンサを介して前記垂直方向電界成分検出用差動増幅器の一方側の
入力に接続され、
　前記長尺ダイポールアンテナの検出方向に対して他方側の素子は、前記一方側の素子の
接続に用いたコンデンサと同一の静電容量を有するコンデンサを介して前記垂直方向電界
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成分検出用差動増幅器の他方側の入力に接続され、
　前記垂直方向電界成分検出用差動増幅器は、前記長尺ダイポールアンテナの検出方向に
対して一方側の素子に誘起される電位と他方側の素子に誘起される電位との電位差により
前記垂直方向電界成分検出用差動増幅器の一方側の入力と他方側の入力の間の静電容量に
誘導される電荷による電位差を検出するようにした、
ことを特徴とする、請求項４に記載の地中電磁波３次元成分検出センサ。
【請求項６】
　前記長尺ダイポールアンテナは、円筒導体で形成され、前記長尺ダイポールアンテナの
地上側円筒導体内には、前記長尺ダイポールアンテナの接続点と前記垂直方向電界成分検
出用差動増幅器の入力側を接続するための接続用同軸ケーブルを備え、
　前記長尺ダイポールアンテナの地上側素子の地上端において、前記垂直方向電界成分検
出用差動増幅器の一方側の入力を前記接続用同軸ケーブルのシールド部に接続し、前記垂
直方向電界成分検出用差動増幅器の他方側の入力を前記接続用同軸ケーブルの芯線部に接
続し、
　前記長尺ダイポールアンテナの地上側素子の地下端において、前記長尺ダイポールアン
テナの地上側素子を前記十分に大きい静電容量を有するコンデンサを介して前記接続用同
軸ケーブルのシールド部に接続し、前記長尺ダイポールアンテナの地下側素子を前記十分
に大きい静電容量を有するコンデンサと同一の静電容量を有するコンデンサを介して前記
接続用同軸ケーブルの芯線部に接続した、
ことを特徴とする、請求項５に記載の地中電磁波３次元成分検出センサ。
【請求項７】
　前記長尺ダイポールアンテナは、３重同軸ケーブルで形成され、前記３重同軸ケーブル
の外側シールド部をアンテナ素子とするものであって、
　前記長尺ダイポールアンテナの地上側３重同軸ケーブルの地上端において、前記垂直方
向電界成分検出用差動増幅器の一方側の入力を前記地上側３重同軸ケーブルの内側シール
ド部に接続し、前記垂直方向電界成分検出用差動増幅器の他方側の入力を前記地上側３重
同軸ケーブルの芯線部に接続し、
　前記長尺ダイポールアンテナの地上側３重同軸ケーブルの地下端において、前記地上側
３重同軸ケーブルの外側シールド部を前記十分に大きい静電容量を有するコンデンサを介
して前記地上側３重同軸ケーブルの内側シールド部に接続し、前記長尺ダイポールアンテ
ナの地下側３重同軸ケーブルの外側シールド部を前記十分に大きい静電容量を有するコン
デンサと同一の静電容量を有するコンデンサを介して前記地上側３重同軸ケーブルの芯線
部に接続した、
ことを特徴とする請求項５に記載の地中電磁波３次元成分検出センサ。
【請求項８】
　前記３次元電界センサによる地中電磁波の３次元電界成分の検出方向のそれぞれに対応
して地中電磁波の３次元磁界成分を検出するサーチコイルを配備した３次元磁界センサを
更に備えたものであって、
　前記３次元電界センサによる電界３方向成分と前記３次元磁界センサによる磁界３方向
成分に基づいて地中電磁波の到来方位を演算する到来方位演算手段を備えたことを特徴と
する、請求項１ないし請求項７のいずれかに記載の地中電磁波３次元成分検出センサ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、狭隘な観測ボアホール内において地中電磁波の３次元成分を検出する地中
電磁波３次元成分検出センサに関する。
【背景技術】
【０００２】
　発明者は、地中において微弱な電磁波パルスを検出し、その到来方位を検出することで
地殻変動等による地中起源の電磁波パルスの発生源を特定する地中電磁波観測システムの
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研究を行っている（例えば、特許文献１参照）。
　図６に、特許文献１に開示された従来の地中電磁波観測システムの構成を示す。
　本システムは、東西方向の磁界成分を検出するサーチコイル１２と、南北方向の磁界成
分を検出するサーチコイル１４と、垂直方向の電界成分を検出する垂直ダイポールアンテ
ナ１６とから構成されたセンサ部１０と、センサ部１０により検出された信号をＡＤ変換
してコンピュータ解析により到来方位を演算する信号処理部２０とを備え、地上から深さ
方向に１００ｍに亘って設けられた狭隘な観測用ボアホール内にセンサ部１０を挿入して
地中電磁波を検出するものであり、東西方向の磁界センサ１２により検出された東西方向
の磁界成分と、南北方向の磁界センサ１４により検出された南北方向の磁界成分とから地
中電磁波の水平面内における到来方向を演算し、同時に電界センサ１６により検出された
垂直方向の電界成分の位相情報とから地中電磁波が水平面内のいずれの方位から到来した
電磁波であるかを特定する。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００５－２７４３７１号公報
【特許文献２】特開２００９－１５６６６１号公報
【特許文献３】特開２０１０－１６４３２７号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　このように、従来の地中電磁波観測システムでは、地中電磁波の水平面内の到来方位を
求めることはできるものの、到来する電磁波の垂直方向の方位を特定することができず、
到来した電磁波が地中を起源とするものであるか、地上を起源とするもの（例えば、雷に
よるもの）であるかを分離することができない。
　また、この地中電磁波観測システムを用いて、地上の雷によって生じた電磁波を観測し
たところ、電磁波の偏波面が時間とともに回転する楕円偏波となる場合があることが観測
された。電磁波は、時間的に変動する電界と磁界が結合して媒質中を伝搬するものであり
、偏波面が回転する電磁波の３次元到来方位を正確に求めるためには、電磁波の電界３方
向成分と磁界３方向成分を同時に検出する必要がある。
【０００５】
　通常、電磁波の磁界成分を検出するためには、コイルが用いられるが、検出感度を高め
るために強磁性体をコアとして多数回の巻線を設けたサーチコイルを用いることで小型化
を図ることができる。従って、電磁波の３次元磁界成分を検出するセンサは、図７に示す
ようにサーチコイルを互いに直交する３方向に配備することで構成でき、狭隘な観測用ボ
アホール内に挿入して地中電磁波の磁界３次元成分を検出することができる。
【０００６】
　これに対して、電磁波の電界成分を検出するためには、通常は直線上に一対の線状導体
を備えた線状ダイポールアンテナが用いられる。従って、電磁波の電界３次元成分を検出
するためには、線状ダイポールアンテナを互いに直交する３方向に設ける必要がある。
　電界とは、空間における単位長さ当りの電位勾配であるが、ダイポールアンテナにより
検出される電界は、ダイポールアンテナの一方側の素子の中点の電位と他方側の素子の中
点の電位の差分として与えられるので、検出感度を上げるためにはダイポールアンテナの
両側の素子の中点間の電位差が大きくなるようにダイポールアンテナの素子の長さを長く
する必要がある。
【０００７】
　しかしながら、地中にセンサを挿入するために設けられる小さな直径の観測用ボアホー
ルにおいて電磁波の３次元電界成分を検出するには、垂直方向の電界成分の検出は深さ方
向に長尺のダイポールアンテナを設けることで対応することが可能であるものの、水平方
向の電界成分の検出は、図８に示すように、観測用ボアホールの直径以上にダイポールア
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ンテナの素子の長さを長くできないという制約があるため、実用的な検出感度を得ること
が困難であるという問題があった。
【０００８】
　一方、３次元空間において互いに直交する３方向の電界成分を同時に検出するセンサと
して、例えば特許文献２には、立方体状や球状の金属製筐体の各面に導電性電極が配置さ
れた電界検出部を持つ３次元電界センサが開示されている。
　しかしながら、かかる従来の３次元電界センサでは、本願発明が対象とする地中電磁波
のような波長の長い微弱な電磁波の電界成分を検出するためには、各検出電極の面積を大
きくするとともに、対向する検出電極間の距離も大きくする必要があり、狭隘な観測用ボ
アホール内で地中電磁波の電界成分を検出することは困難である。
　また、面状や球状の検出電極では、広い角度範囲での方向成分の電界を誘起するので、
遠方より到来する電磁波の到来方向を精度よく検出することは難しい。
【０００９】
　また、地中に設けられたボアホール内において電磁波の到来方位を検出するシステムと
して、例えば特許文献３には、ボアホールの垂直方向において外周上にダイポールアンテ
ナを複数配列したダイポールアレイアンテナを用いて、信号の位相差から受信波の到来方
位を推定するボアホールレーダシステムが開示されている。
　かかるボアホールレーダシステムは、送信アンテナから地中に電磁波を放射し、地中内
の亀裂、断層、地下水などによる散乱波や反射波を他方のボアホールに設けた受信アンテ
ナで受信して到来方位を検出することで、地中内の亀裂、断層、地下水などの３次元位置
を推定するものであり、受信アンテナとして送信アンテナから送信する電磁波の波長に同
調させたダイポールアンテナを使用することができるので、検出感度を高く保つことがで
きる。
　しかしながら、本願発明において検出する地中電磁波は、地殻変動等によって自然界に
おいて発生した電磁波であって、検出対象は波長の長い５０ｋＨｚ以下の低周波の電磁波
であるが、周波数範囲が広く、同調型の受信アンテナを使用することができない。
　また、上述のボアホールレーダシステムでは、水平方向の到来方位は、ダイポールアレ
イアンテナに到達する信号の位相差によって検出するので、地中電磁波の水平２方向の電
界成分を分離して検出することはできない。更には、上述のボアホールレーダシステムで
は、地中内の亀裂、断層、地下水などの深さ方向の位置を検出するためには送信アンテナ
と受信アンテナを深さ方向に上下させる必要があり、自然界で発生した電磁波の垂直方向
の到来方位を瞬時に検出することはできない。
　このように、上述のボアホールレーダシステムのダイポールアレイアンテナは、本願発
明が目的とする自然界において発生した電磁波の３次元電界成分を検出する目的に使用す
ることはできず、検出された地中電磁波が地中を起源とするものであるか、地上を起源と
するものであるかを分離することは不可能である。
【００１０】
　それ故に、本願発明の主たる目的は、地中に設けられた狭隘な観測用ボアホール内にお
いて、波長の長い微弱な地中電磁波の水平電界成分を感度よく検出することができる地中
電磁波３次元成分検出センサを提供することである。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　この発明にかかる地中電磁波３次元成分検出センサは、地中に設けられた狭隘な観測用
ボアホール内において地中電磁波の３次元電界成分を検出する３次元電界センサを備えた
ものであって、前記３次元電界センサは、３次元電界成分のうち水平２方向の電界成分を
検出する水平電界成分検出センサとして、全長が前記観測用ボアホールの内径より小さい
一対の線状の導体からなる短尺ダイポールアンテナを深さ方向に平行に複数配列した短尺
ダイポールアンテナアレイと、前記各短尺ダイポールアンテナアレイのそれぞれに対応し
て、前記配列された各短尺ダイポールアンテナの検出方向に対して一方側の素子に誘起さ
れる電位と他方側の素子に誘起される電位の電位差を前記配列された各短尺ダイポールア
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ンテナについて加算する差動増幅器とを備えたものである。
　この発明によれば、水平２方向の電界成分を検出する水平電界成分検出センサとして、
全長が観測用ボアホールの直径より小さい一対の線状の導体からなる短尺ダイポールアン
テナを深さ方向に平行に複数配列し、差動増幅器により各短尺ダイポールアンテナの一方
側の素子に誘起される電位と他方側の素子に誘起される電位の電位差を加算するようにし
たので、狭隘な観測用ボアホールに挿入して地中電磁波の水平電界成分を感度よく検出で
きる地中電磁波３次元成分検出センサを構成することができる。
【００１２】
　この発明にかかる地中電磁波３次元成分検出センサは、前記水平電界成分検出センサは
前記配列された各短尺ダイポールアンテナの検出方向に対して一方側の素子はそれぞれ前
記差動増幅器の一方側の入力と他方側の入力の間の静電容量に対して十分に大きい静電容
量を有するコンデンサを介して前記対応する差動増幅器の一方側の入力に接続され、前記
配列された各短尺ダイポールアンテナの検出方向に対して他方側の素子はそれぞれ前記一
方側の素子の接続に用いたコンデンサと同一の静電容量を有するコンデンサを介して前記
対応する差動増幅器の他方側の入力に接続され、前記各短尺ダイポールアンテナアレイに
対応する差動増幅器は、前記配列された各短尺ダイポールアンテナの検出方向に対して一
方側の素子に誘起される電位と他方側の素子に誘起される電位との電位差により前記差動
増幅器の一方側の入力と他方側の入力の間の静電容量に誘導される電荷の合計値による電
位差を検出するようにしたものである。
　この発明によれば、前記水平電界成分検出センサは、各短尺ダイポールアンテナの一方
側の素子をそれぞれ差動増幅器の一方側の入力と他方側の入力の間の静電容量に対して十
分に大きい静電容量を有するコンデンサを介して差動増幅器の一方側の入力に接続し、他
方側の素子を一方側の素子の接続に用いたコンデンサと同一の静電容量を有するコンデン
サを介して差動増幅器の他方側の入力に接続し、差動増幅器は、各短尺ダイポールアンテ
ナの両側の素子の電位差により差動増幅器の一方側の入力と他方側の入力の間の静電容量
に誘導される電荷の合計値による電位差を検出することによって、各短尺ダイポールアン
テナの両側の素子の電位差を加算するようにしたので、各ダイポールアンテナ素子から電
流を吸い上げることがなくなり、短尺ダイポールアンテナの周囲の微弱な空間電界を乱す
ことを防止でき、配列する短尺ダイポールアンテナの素子数に比例した検出感度を得るこ
とが可能となる。
【００１３】
　この発明にかかる地中電磁波３次元成分検出センサは、前記水平電界成分検出センサは
前記配列された各短尺ダイポールアンテナと隣接する短尺ダイポールアンテナとの間を前
記各短尺ダイポールアンテナ素子による電荷蓄積に対して隣接する短尺ダイポールアンテ
ナ素子による電荷蓄積の影響が無視できる離隔距離を空けて配列するようにしたものであ
る。
　この発明によれば、前記水平電界成分検出センサは、各短尺ダイポールアンテナと隣接
する短尺ダイポールアンテナとの間を各短尺ダイポールアンテナによる電荷蓄積に対して
隣接する短尺ダイポールアンテナによる電荷蓄積の影響が無視できる離隔距離を空けて配
列するようにしたので、配列する短尺ダイポールアンテナの素子数に比例した検出感度を
得ることが可能となる。
【００１４】
　この発明にかかる地中電磁波３次元成分検出センサは、前記水平２方向の電界成分を検
出する前記短尺ダイポールアンテナアレイは、前記水平２方向の短尺ダイポールアンテナ
アレイに配列される各短尺ダイポールアンテナのそれぞれを、深さ方向に互いに前記離隔
距離を空けた各水平面のそれぞれにおいて直交する方向に配列するようにしたものである
。
　この発明によれば、水平２方向の短尺ダイポールアンテナアレイは、各短尺ダイポール
アンテナのそれぞれの素子を、深さ方向に互いに離隔距離を空けた各水平面のそれぞれに
おいて直交する方向に配列するようにしたので、水平２方向の電界成分の検出を同一容積



(7) JP 2012-208117 A 2012.10.25

10

20

30

40

50

内で行うことができ、水平２方向の短尺ダイポールアンテナアレイの空間利用効率を高め
、地中電磁波３次元成分検出センサの全体の容積を低減することができる。
【００１５】
　この発明にかかる地中電磁波３次元成分検出センサは、前記３次元電界センサは、３次
元検出方向のうち垂直方向の電界成分を検出する垂直電界成分検出センサとして、前記水
平２方向の電界成分検出用の複数の短尺ダイポールアンテナの合計長さに相当する長さの
長尺ダイポールアンテナと、前記長尺ダイポールアンテナの検出方向に対して一方側の素
子に誘起される電位と他方側の素子に誘起される電位の電位差を検出する垂直方向電界成
分検出用差動増幅器とを備えたものであって、前記長尺ダイポールアンテナの検出方向に
対して一方側の素子は、前記垂直方向電界成分検出用差動増幅器の一方側の入力と他方側
の入力の間の静電容量に対して十分に大きい静電容量を有するコンデンサを介して前記垂
直方向電界成分検出用差動増幅器の一方側の入力に接続され、前記長尺ダイポールアンテ
ナの検出方向に対して他方側の素子は、前記垂直方向電界成分検出用差動増幅器の一方側
の入力の接続に用いたコンデンサと同一の静電容量を有するコンデンサを介して前記垂直
方向電界成分検出用差動増幅器の他方側の入力に接続され、前記垂直方向電界成分検出用
差動増幅器は、前記長尺ダイポールアンテナの検出方向に対して一方側の素子に誘起され
る電位と他方側の素子に誘起される電位との電位差により前記垂直方向電界成分検出用差
動増幅器の一方側の入力と他方側の入力の間の静電容量に誘導される電荷による電位差を
検出するようにしたものである。
　この発明によれば、３次元検出方向のうち垂直方向の電界成分を検出する垂直方向電界
成分検出センサとして、水平２方向の電界成分検出用の複数の短尺ダイポールアンテナの
合計長さに相当する長さの単一の長尺ダイポールアンテナを用い、前記短尺ダイポールア
ンテナアレイと同様に、長尺ダイポールアンテナの検出方向に対して一方側の素子は、垂
直方向電界成分検出用差動増幅器の一方側の入力と他方側の入力の間の静電容量に対して
十分に大きい静電容量を有するコンデンサを介して垂直方向電界成分検出用差動増幅器の
一方側の入力に接続し、長尺ダイポールアンテナの検出方向に対して他方側の素子は、一
方側の素子の接続に用いたコンデンサと同一の静電容量を有するコンデンサを介して垂直
方向電界成分検出用差動増幅器の他方側の入力に接続し、垂直方向電界成分検出用差動増
幅器は、長尺ダイポールアンテナの両側の素子の電位差により垂直方向電界成分検出用差
動増幅器の一方側の入力と他方側の入力の間の静電容量に誘導される電荷による電位差を
検出することによって、長尺ダイポールアンテナの両側の素子の電位差を検出するように
したので、垂直方向の電界成分についても水平２方向の電界成分と同等の検出感度と指向
特性を得ることができ、地中電磁波の３次元電界成分を均等に検出することができる。
【００１６】
　この発明にかかる地中電磁波３次元成分検出センサは、前記長尺ダイポールアンテナは
、円筒導体で形成され、前記長尺ダイポールアンテナの地上側円筒導体内には、前記長尺
ダイポールアンテナの接続点と前記垂直方向電界成分検出用差動増幅器の入力側を接続す
るための接続用同軸ケーブルを備え、前記長尺ダイポールアンテナの地上側素子の地上端
において、前記垂直方向電界成分検出用差動増幅器の一方側の入力を前記接続用同軸ケー
ブルのシールド部に接続し、前記垂直方向電界成分検出用差動増幅器の他方側の入力を前
記接続用同軸ケーブルの芯線部に接続し、前記長尺ダイポールアンテナの地上側素子の地
下端において、前記長尺ダイポールアンテナの地上側素子を前記十分に大きい静電容量を
有するコンデンサを介して前記接続用同軸ケーブルのシールド部に接続し、前記長尺ダイ
ポールアンテナの地下側素子を前記十分に大きい静電容量を有するコンデンサと同一の静
電容量を有するコンデンサを介して前記接続用同軸ケーブルの芯線部に接続したものであ
る。
　この発明によれば、長尺ダイポールアンテナを円筒導体で形成し、地上側素子の円筒導
体内に接続用同軸ケーブルを備え、長尺ダイポールアンテナと垂直方向電界成分検出用差
動増幅器を接続する接続ケーブルを長尺ダイポールアンテナの地上側素子内を通過させる
ようにし、長尺ダイポールアンテナの地上側素子からコンデンサを介した垂直方向電界成
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分検出用差動増幅器の一方側の入力との接続には接続用同軸ケーブルのシールド部を用い
、長尺ダイポールアンテナの地下側素子からコンデンサを介した垂直方向電界成分検出用
差動増幅器の他方側の入力との接続には接続用同軸ケーブルの芯線部を用いるようにした
ので、長尺ダイポールアンテナの地下側素子からコンデンサを介して垂直方向電界成分検
出用差動増幅器の他方側の入力へ接続する接続線は接続用同軸ケーブルのシールド部によ
って遮蔽され、長尺ダイポールアンテナの地上側素子との電気的結合が抑制される。これ
により、接続ケーブルを地上側素子に沿わせて布設せざるを得ない狭隘なボアホール用の
垂直ダイポールアンテナにおいて、ダイポールアンテナ本来の指向特性と信号対雑音比を
有する長尺ダイポールアンテナを提供することができる。
【００１７】
　この発明にかかる地中電磁波３次元成分検出センサは、前記長尺ダイポールアンテナは
、３重同軸ケーブルで形成され、前記３重同軸ケーブルの外側シールド部をアンテナ素子
とするものであって、前記長尺ダイポールアンテナの地上側３重同軸ケーブルの地上端に
おいて、前記垂直方向電界成分検出用差動増幅器の一方側の入力を前記地上側３重同軸ケ
ーブルの内側シールド部に接続し、前記垂直方向電界成分検出用差動増幅器の他方側の入
力を前記地上側３重同軸ケーブルの芯線部に接続し、前記長尺ダイポールアンテナの地上
側３重同軸ケーブルの地下端において、前記地上側３重同軸ケーブルの外側シールド部を
前記十分に大きい静電容量を有するコンデンサを介して前記地上側３重同軸ケーブルの内
側シールド部に接続し、前記長尺ダイポールアンテナの地下側３重同軸ケーブルの外側シ
ールド部を前記十分に大きい静電容量を有するコンデンサと同一の静電容量を有するコン
デンサを介して前記地上側３重同軸ケーブルの芯線部に接続したものである。
　この発明によれば、長尺ダイポールアンテナを、外側シールド部と内側シールド部が絶
縁された３重同軸ケーブルで形成し、３重同軸ケーブルの外側シールド部をアンテナ素子
として用い、長尺ダイポールアンテナの地上側素子からコンデンサを介した垂直方向電界
成分検出用差動増幅器の一方側の入力との接続には地上側３重同軸ケーブルの内側シール
ド部を用い、長尺ダイポールアンテナの地下側素子からコンデンサを介した垂直方向電界
成分検出用差動増幅器の他方側の入力との接続には地上側３重同軸ケーブルの芯線部を用
いるようにしたので、長尺ダイポールアンテナの地下側素子からコンデンサを介して垂直
方向電界成分検出用差動増幅器の他方側の入力へ接続する接続線は地上側３重同軸ケーブ
ルの内側シールド部によって遮蔽され、長尺ダイポールアンテナの地上側素子との電気的
結合が抑制される。これにより、接続ケーブルを地上側素子に沿わせて布設せざるを得な
い狭隘なボアホール用の垂直ダイポールアンテナにおいて、ダイポールアンテナ本来の指
向特性と信号対雑音比を有する長尺ダイポールアンテナを提供することができる。
【００１８】
　この発明にかかる地中電磁波３次元成分検出センサは、前記３次元電界センサによる地
中電磁波の３次元電界成分の検出方向のそれぞれに対応して地中電磁波の３次元磁界成分
を検出するサーチコイルを配備した３次元磁界センサを更に備え、前記３次元電界センサ
による電界３方向成分と前記３次元磁界センサによる磁界３方向成分に基づいて地中電磁
波の到来方位を演算する到来方位演算手段を備えたものである。
　この発明によれば、３次元電界センサに加えて、地中電磁波の磁界成分を検出するサー
チコイルを３次元電界センサの３次元検出方向のそれぞれに対応して配備した３次元磁界
センサを備え、３次元電界センサによる電界３方向成分と３次元磁界センサによる磁界３
方向成分に基づいて地中電磁波の到来方位を演算するようにしたので、地中電磁波の偏波
面が回転している場合であっても、地中電磁波の３次元到来方位を正確に検出することが
でき、検出された電磁波が地上起源のものか、地中起源のものかを正しく分離することが
できる。
【発明の効果】
【００１９】
　本願発明によれば、地中に設けられた狭隘な観測用ボアホール内において、波長の長い
微弱な地中電磁波の水平電界成分を感度よく検出することができるという効果がある。
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【００２０】
　本願発明の上述の目的、その他の目的、特徴および利点は、図面を参照して行う以下の
発明を実施するための最良の形態の説明から一層明らかとなろう。
【図面の簡単な説明】
【００２１】
【図１】本願発明の一実施形態にかかる地中電磁波３次元成分検出センサの概略構成図で
ある。（１）は水平電界成分検出センサの回路構成を示し、（２）は垂直電界成分検出セ
ンサの回路構成を示し、（３）は電界３次元成分検出センサのアンテナ素子の配列構成を
示す。
【図２】本願発明の一実施形態にかかる地中電磁波３次元成分検出センサの水平電界成分
検出センサの基本原理説明図である。（１）は短尺ダイポールアンテナアレイの指向特性
を理論的に解明するためのアンテナ素子の配置設定を示し、（２）は電流駆動型の電界検
出センサの回路構成を示し、（３）は電荷加算型の電界検出センサの回路構成を示す。
【図３ａ】本願発明の一実施形態にかかる地中電磁波３次元成分検出センサの水平電界成
分検出センサによる検出電位の測定実験データを示す図である。（１）は測定実験に用い
た磁気シールドボックスの外観を示し、（２）はシールドボックス内の左右壁面に設置し
た電界印加用電極に直交する方向の検出電位変化を４種類のダイポールアンテナで測定し
た結果を示す。
【図３ｂ】本願発明の一実施形態にかかる地中電磁波３次元成分検出センサの水平電界成
分検出センサによる検出電位の測定実験データを示す図である。（３）は短尺ダイポール
アンテナの素子間隔によって検出電位に変化を生ずる要因となる各アンテナ素子の検出電
位に影響を及ぼす空間領域を示す。
【図３ｃ】本願発明の一実施形態にかかる地中電磁波３次元成分検出センサの水平電界成
分検出センサによる検出電位の測定実験データを示す図である。（４）は電極間の中心線
上での検出電位変化の測定結果を示し、（５）は測定環境でのアンテナ素子間隔による検
出電位変化の測定結果を示す。
【図４ａ】この発明の一実施形態にかかる地中電磁波３次元成分検出センサの水平電界成
分検出センサによる指向特性の測定データを示す図である。（１）は水平電界成分の指向
特性の測定状況を示し、（２）は水平電界成分の指向特性の測定結果を示す。
【図４ｂ】この発明の一実施形態にかかる地中電磁波３次元成分検出センサの垂直電界成
分検出センサによる指向特性の測定データを示す図である。（１）は垂直電界成分の指向
特性の測定状況を示し、（２）は垂直電界成分の指向特性の測定結果を示す。
【図５】この発明の他の実施形態にかかる地中電磁波３次元成分検出センサの概略構成図
である。
【図６】従来の地中電磁波観測システムの概略構成図である。
【図７】地中電磁波の磁界３方向成分検出センサの概略構成図である。
【図８】地中電磁波の電界成分検出センサの問題点を示す図である。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２２】
　空間に振動電界が存在することは、その変動する電界の方向に沿って変位電流が流れて
いることを意味している。従って、電磁波の電界成分は、変位電流に対して平行においた
線状ダイポールアンテナ素子に電流を誘起させ、両側のアンテナ素子の集合点（接続点）
に接続した抵抗にその電流を流させ、その抵抗の両端の電位差を読み取ることにより検出
することができる。それ故、多くの誘起電流を検出するには、検出しようとする変動電界
の波長の１／４にまで素子の長さを長くすれば良いことは、アンテナ理論の教えるところ
である。
【００２３】
　しかしながら、波長の判らない自然界の電磁波を検出する場合は、むしろアンテナの設
置できる空間の広さによって制限されることが多い。特に、地中電磁波を観測する場合に
は、地中にセンサを挿入するための観測用ボアホールを設け、そのなかに３次元方向に形
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向の長さの制約が大きく、実用的な検出感度を得ることは困難である。
【００２４】
　線状ダイポールアンテナの電流誘起に寄与する空間は、アンテナ素子の周囲にできる円
柱状領域である。従って、地上の水平ダイポールアンテナにおいては、必要に応じてアン
テナ素子の長さを長くとることにより、電流誘起に寄与する円柱状領域を長くすることが
でき、検出感度を高めることができる。
　このため、観測用ボアホール内で垂直電界成分を検出するセンサには長尺の一対のアン
テナ素子を有する垂直ダイポールアンテナを用いているが、水平電界成分を測定する場合
においても、何らかの方法で円柱状空間領域を必要な分だけ確保することで、必要な検出
感度を得ることができると考えられる。
【００２５】
　ここで、地中電磁波は、先に述べたように波長の長い電磁波であり、検出しようとする
地中電磁波の電界成分は観測用ボアホール全体に一様に掛っていると考えられるので、観
測用ボアホールの内径に相当する短尺の円柱状空間を深さ方向に多数設け、各短尺の円柱
状空間において検出される電界成分を加算することで、長尺の水平ダイポールアンテナと
同等の円柱状領域を得ることができると考えられる。
　このように、観測用ボアホール内に平行に設けた多数の短尺の水平ダイポールアンテナ
に誘起された電界成分を合算することで、長尺の水平ダイポールアンテナと同等の検出感
度を得ることができるというのが本願発明の基本的考え方である。
【００２６】
　すなわち、本願発明の水平電界成分検出センサは、短尺の水平ダイポールアンテナを深
さ方向に平行に配列したダイポールアンテナアレイが基本となっており、各短尺ダイポー
ルアンテナの両側の素子の電位差を合算することで、長尺のダイポールアンテナと同等の
検出性能を得ようとするものである。
　通常のアレイアンテナでは、各アンテナ素子間の信号位相を制御することによって、鋭
い電磁波ビームを特定の方向に向けることを目的とするが、本願発明においては、各アン
テナ素子間に信号位相差を与えずに信号強度のみを増加させることを目的としており、そ
の場合の構造は波長を全く考慮する必要が無いことを特徴としている。
【００２７】

【００２８】
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【００２９】
　従って、短尺ダイポールアンテナを平行に配列したダイポールアンテナアレイの指向特
性は、単一の短尺ダイポールアンテナの指向特性と一致し、平行に配列したＮ個の短尺ダ
イポールアンテナの誘起電流の合計は、単一の短尺ダイポールアンテナの誘起電流のＮ倍
として得ることができる。このように、全長が観測用ボアホールの内径より小さい短尺ダ
イポールアンテナを多数平行に配備し、各短尺ダイポールアンテナに誘起された電流を加
算することで、狭隘なボアホールに挿入して地中電磁波の水平電界成分を検出するセンサ
を構成することができる。
【００３０】
　図２（２）に、本願発明の電磁波３次元成分検出センサの一実施形態にかかる電流駆動
型の電界成分検出センサを示す。電流駆動型の電界成分検出センサは、全長が観測用ボア
ホールの内径よりも小さい一対の線状の導体からなるＮ個の短尺ダイポールアンテナ素子
（１１０Ａ１、１１０Ｂ１）、（１１０Ａ２、１１０Ｂ２）、・・・、（１１０ＡＮ、１
１０ＢＮ）を平行に配列した短尺ダイポールアンテナアレイ１１０と、各短尺ダイポール
アンテナの両側の素子の電位差を加算する差動増幅器１２０とを備えるものである。各短
尺ダイポールアンテナの一方側の素子（１１０Ａ１、１１０Ａ２、・・・、１１０ＡＮ）
は、それぞれ入力抵抗器Ｒを介して差動増幅器１２０の一方側の入力１２０Ａに接続され
、各短尺ダイポールアンテナの他方側の素子（１１０Ｂ１、１１０Ｂ２、・・・、１１０

ＢＮ）は、それぞれ入力抵抗器Ｒを介して差動増幅器１２０の他方側の入力１２０Ｂに接
続され、差動増幅器の他方側の入力１２０Ｂは、帰還抵抗器Ｒを介して差動増幅器の出力
１２０Ｃに接続され、差動増幅器の一方側の入力１２０Ａは、整合抵抗器Ｒを介して接地
されている。
　このような構成により、差動増幅器の出力１２０Ｃにおいて得られる出力電圧Ｖｏは、
上記（２）式の関係が満たされているとすると、各短尺ダイポールアンテナの両側の素子
に誘起される電位の電位差をＶとすると、Ｖｏ＝Ｎ×Ｖとなり、単一の短尺ダイポールア
ンテナのＮ倍の電圧出力が得られる。
【００３１】
　しかしながら、実際に、Ｎ個の短尺ダイポールアンテナを配列して図２（２）に示すよ
うな差動増幅器による加算を行った結果、短尺ダイポールアンテナの素子数に比例した電
圧が得られないことが確認された。これは、図２（２）のような回路では、各短尺ダイポ
ールアンテナに誘起された電流は入力抵抗器・帰還抵抗器・整合抵抗器を介して差動増幅
器側に吸い上げられるため、各短尺ダイポールアンテナにより検出される微弱な空間電界
が乱されることが原因であると考えられる。
　そこで、次に、各短尺ダイポールアンテナの空間電界を乱すことなく各短尺ダイポール
アンテナの両側の素子に誘起される電位の電位差を加算できるようにした、より好ましい
実施形態を示す。
【００３２】
　図２（３）に、本願発明の電磁波３次元成分検出センサの他の実施形態にかかる電荷加
算型の電界検出センサを示す。電荷加算型の電界検出センサは、各短尺ダイポールアンテ
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ナの両素子の接続点をコンデンサＣ１、Ｃ０、Ｃ１により直列に接続し、コンデンサＣ０

の両端の電圧を高入力インピーダンス差動増幅器により測定することを基本とする。
【００３３】
　空間に現れた交流電界Ｅにより短尺ダイポールアンテナの両側の素子には電荷が蓄積さ
れ、両側の素子は導体であるため、それぞれ等電位が形成される。両側の素子の電位をそ
れぞれＶＡ、ＶＢとすると、接続点には電位差Ｖ（Ｖ＝ＶＢ－ＶＡ）が生ずる。
　また、コンデンサＣ１、Ｃｏ、Ｃ１は直列接続のため、各コンデンサには等しい電荷Ｑ
が蓄えられ、それぞれのコンデンサの両端に静電容量に逆比例した電位差Ｖ１、Ｖ０、Ｖ

１が発生する。ここで、Ｃ１Ｖ１＝Ｃ０Ｖ０の関係が成り立つので、Ｖ１＝（Ｃ０／Ｃ１

）Ｖ０となり、ダイポールアンテナ素子間の接続点の電位差Ｖは、

　このように、各ダイポールアンテナの両側の素子に蓄積された電荷による電位の差によ
って２つのコンデンサＣ１を介して高入力インピーダンス差動増幅器の入力コンデンサＣ

０に誘導された電荷を加算することで、各ダイポールアンテナの空間電界を乱すことなく
各短尺ダイポールアンテナの両側の素子間の電位差を加算することができる。
【００３４】
　すなわち、図２（３）に示すように、配列されたN個の短尺ダイポールアンテナの各素
子の接続点に同一の静電容量のコンデンサＣ１を取り付け、それぞれのコンデンサの他端
を共通のコンデンサＣ０に接続する。このようにコンデンサＣ１、Ｃ０、Ｃ１を直列に接
続するのは、空間に一様に生じた電界Ｅが配列された各短尺ダイポールアンテナに対して
独立した電界供給源（ある種の電源）であると考え、それぞれの短尺ダイポールアンテナ
に電位Ｖ＝Ｅ×ｌ（ｌは両側のアンテナ素子の中心間距離）を与えるためである。
　このため、各コンデンサＣ１の両端に電荷Ｑが発生するが、コンデンサＣ０にはダイポ
ールの素子数Ｎに相当する電荷Ｎ×Ｑが蓄積される。これにより、コンデンサＣ０の両端
（Ｃ－Ｄ間）には電位差Ｎ×Ｖが現れ、結果として単一の短尺ダイポールアンテナが検出
する電圧ＶのＮ倍の電圧Ｎ×Ｖを得る事ができる。
　なお、このような電荷加算型の電界検出センサの近似関係が得られる条件は、Ｃ０＜＜
Ｃ１であるので、コンデンサＣ０は現実に設ける必要はなく、接続ケーブル等による浮遊
容量を用いることができる。
【００３５】
　次に、上述のような理論に基づいて、短尺ダイポールアンテナアレイによる電界検出セ
ンサによって長尺のダイポールアンテナと同等の電界検出性能が得られるかどうかについ
て検証するため、測定実験を行った。その結果を図３、図４ａに示す。
【００３６】
　電荷加算型の電界検出センサの場合は、高入力インピーダンスの差動増幅器を使用する
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ため、通常の環境では商用電源周波数成分の混入が大きく、測定が困難な状態になる。
　このため、測定は、内容積が６０ｃｍ×６０ｃｍ×６０ｃｍのパーマロイ合金製の磁気
シールドボックス内で行った。
　図３ａ（１）に、測定実験を行った磁気シールドボックスの外観を示す。磁気シールド
ボックス内には５０ｃｍ×５０ｃｍの銅板電極を左右壁面に５０ｃｍ隔てて平行に配置し
、両電極間の中央付近に被測定用短尺ダイポールアンテナを置き、両銅板電極間に信号を
印加して、測定実験を行った。
　印加信号としては、測定に使用するダイポールアンテナの両素子に対して交流的に平衡
電界となるように、両電極には互いに逆相となる５ｋＨｚで１Ｖｐｐの信号（両端間では
２Ｖｐｐ）を印加した。
【００３７】
　短尺ダイポールアンテナアレイによる電界検出測定実験に先立って、最初に、単一の短
尺ダイポールアンテナによって上記磁気シールドボックス内の銅板電極に挟まれた領域内
の空間電位分布の確認のための測定実験を行った。
　この測定実験においては、図２（３）に示した電荷加算型の電界検出センサにおける素
子数が１つである単一の短尺ダイポールアンテナを、両電極の中心を結ぶ軸上（左右方向
）に沿って１ｃｍ刻みで移動させ、各点における短尺ダイポールアンテナの両素子間の電
位差を測定し、軸中心での値を基準として軸方向に積算していくことにより、軸方向の相
対的な空間電位分布を得た。
　この測定実験では、線形が０．８ｍｍφの銅線で形成した片側素子長が２ｃｍ、３ｃｍ
、４ｃｍ、５ｃｍの４種類の単一短尺ダイポールアンテナについて測定を行った。
　図３ａ（２）に、上記４種類の素子長の短尺ダイポールアンテナによる測定実験で得ら
れた空間内での軸方向の空間電位分布の測定結果を示す。
　各電位分布では、中央付近は電位勾配が一定（均一電界）になっていると考えられるの
で、その勾配をそれぞれの素子長で割り算した結果、すべての素子長の短尺ダイポールア
ンテナにおいて、ほぼ２．４ｍＶ／ｍの電界強度であることを示している。
　このことから、電荷加算型の短尺ダイポールアンテナによって、その素子長に関係なく
空間電界を正しく測定できることが検証された。
【００３８】
　次に、短尺ダイポールアンテナアレイにおいて、検出電界の短尺ダイポールアンテナの
アンテナ素子間隔依存性を確認する測定実験を行った。
　前述したように、空間電界が存在する領域内に置かれた単一のダイポールアンテナの素
子には、その構造に見合った電荷が蓄積されるが、ダイポールアンテナアレイにすると、
アンテナ素子間の間隔が短い場合には、互いの素子に十分な電荷を蓄積することができな
いと考えられる。図３ｂ（３）に、このようなダイポールアンテナのアンテナ素子への電
荷蓄積に寄与する周囲の円柱状の有効領域直径と素子間隔との関係を示す。従って、アン
テナ素子の素子間隔Dがこの円柱の直径よりも短くなれば、円柱の一部が隣の円柱と領域
を共有することになり、アンテナ素子に十分な電荷を供給することができなくなる。
　このような短尺ダイポールアンテナアレイの素子間隔による電界検出の依存性を確認す
るために次のような測定実験を行った。
【００３９】
　短尺ダイポールアンテナアレイの素子間隔による電界検出の依存性を確認するには、理
想的には均一電界を持った広い測定空間が必要であるが、前述のように、通常の環境では
商用電源周波数成分の混入によって測定が困難なため、この測定実験においても上述の磁
気シールドボックスを用いた。
　磁気シールドボックスのような狭い空間では、均一電界となる空間領域が狭いため、短
尺ダイポールアンテナアレイ全体で空間電界の素子間隔依存性を確認することは不可能で
ある。そこで、単一の短尺ダイポールアンテナを２つ用い、両者の素子間隔を変化させて
測定を行い、図３ｂ（３）の妥当性を確認した。この測定に先立って、磁気シールドボッ
クス内の測定領域での空間電界分布を測定した。
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　この測定においては、一辺の素子長が５ｃｍの短尺ダイポールアンテナを用い、銅板電
極の中央において中心軸に直交する方向に５ｍｍ刻みで移動させ、検出される電位差（相
対電界値）の変化を測定した。
　その結果、図３ｃ（４）に示すように、中心軸から約７ｃｍの範囲では均一と見られる
電界領域が得られているが、シールドボックスの奥や扉面など壁面に近くなる領域では小
さく、不均一電界であることがわかった。このような不均一電界は、短尺ダイポールアン
テナアレイの素子間隔が大きくなった場合に、正しい素子間隔依存性を得ることができな
い。そこで、以下のように２つの短尺ダイポールアンテナのアンテナ素子間隔依存性を測
定した。
【００４０】
　短尺ダイポールアンテナアレイの素子間隔による電界検出の依存性を確認する測定実験
は、２つの短尺ダイポールアンテナを平行に配列した２素子の短尺ダイポールアンテナア
レイを用いて行った。
　測定に使用した２素子の短尺ダイポールアンテナアレイは、各短尺ダイポールアンテナ
の一辺の素子長をいずれも５ｃｍとし、２つの短尺ダイポールアンテナのアンテナ素子間
の中央を外部電界印加用電極間の軸中央となるようにし、図３ｃ（４）に示す測定領域に
沿って、２つの短尺ダイポールアンテナの素子間隔を最小間隔３．５ｃｍから、１ｃｍ刻
みで、最大間隔２７ｃｍまで変化させた。
　測定は、両短尺ダイポールアンテナにより単独で検出した後、両短尺ダイポールアンテ
ナの素子からそれぞれコンデンサＣ１を介して素子間隔の長さの接続線に接続し、別々に
各短尺ダイポールアンテナの接続点側で電圧を測定し、その平均値をダイポールアンテナ
アレイの出力電圧とした。
【００４１】
　図３ｃ（５）に、その測定結果を示す。図において、●印で示したものが短尺ダイポー
ルアンテナアレイの出力電圧であり、＋印で示したものが単独で測定した２つの短尺ダイ
ポールアンテナの出力電圧値の合算値をプロットしたものである。
　図３ｃ（５）は、測定値を０Ｖからのスケールで表示したものであり、単独の短尺ダイ
ポールアンテナの出力電圧の合算値に対して、短尺ダイポールアンテナアレイとした状態
の出力電圧値はそれ程かけ離れていないことが判る。
　しかし、間隔５ｃｍ付近では、短尺ダイポールアンテナアレイとした状態の出力電圧は
単独の短尺ダイポールアンテナの出力電圧の合算値に比べて１０％程度少なく現れており
、そのような状況は素子間隔１３ｃｍまで現れている。
　これは、図３ｂ（３）の説明で述べたように、２つの短尺ダイポールアンテナへの電荷
供給に寄与する領域が共有するため、2つの素子に十分な電荷を供給できていないことを
物語っている。
　図３ｃ（５）では、素子間隔が１５ｃｍ、１６ｃｍにおいても実測値と合算値がずれて
おり、その原因は不明であるが、概ね１４ｃｍ以上離す事で、両者が一致した値を示すも
のとみなすことができる。
　このため、本願発明の一実施形態にかかる短尺ダイポールアンテナアレイの素子間隔は
１４ｃｍとすることとした。
【００４２】
　次に、短尺ダイポールアンテナアレイによる指向特性を確認する測定実験を行った。
　この測定実験では、素子間隔５ｃｍの９素子の短尺ダイポールアンテナアレイを図２（
３）のように差動増幅器と接続したものを用い、短尺ダイポールアンテナアレイを図３a
（１）の磁気シールドボックス内で短尺ダイポールアンテナアレイの中心位置を回転中心
として回転させたときの検出電圧の変化を測定した。
　図４ａ（１）に水平電界成分の指向特性の測定状況を示し、図４ａ（２）に水平電界成
分の指向特性の測定結果を示す。
　この結果、短尺ダイポールアンテナアレイの指向特性は、上記（２）式が示す単一の短
尺ダイポールアンテナの指向特性と一致していることが確認された。これにより、短尺ダ
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イポールアンテナを平行に配列した短尺ダイポールアンテナアレイにおいて各短尺ダイポ
ールアンテナ素子の両側の素子の電位差を合算することで、長尺のダイポールアンテナと
ほぼ同等の電位差が得られ、指向特性としては単一の短尺ダイポールアンテナが示す微小
ダイポールアンテナの特性が得られるという理論が証明された。
【００４３】
　以下、上述のような短尺ダイポールアンテナアレイによる電界検出センサの理論的な検
討およびそれを実証する測定実験結果に基づいて実際に構成した本願発明の地中電磁波３
次元成分検出センサの実施形態について説明する。
　図１に、本願発明の一実施形態にかかる地中電磁波３次元成分検出センサの概略構成を
示す。図１（１）は水平２方向の電界成分を検出する水平電界成分検出センサの回路構成
を示し、図１（２）は垂直方向の電界成分を検出する垂直電界成分検出センサの回路構成
を示し、図１（３）は電界３次元成分検出センサにおけるアンテナ素子の配列構成を示す
。この実施形態にかかる地中電磁波３次元成分検出センサでは、水平電界成分検出センサ
には上述の短尺ダイポールアンテナアレイを用い、垂直電界成分検出センサには、単一の
長尺ダイポールアンテナを用いている。
【００４４】
　図１（１）は、地中電磁波の電界３方向成分のうちの水平２方向の電界成分を検出する
水平電界成分検出センサの回路構成を示しており、全長が観測用ボアホールの内径より小
さい一対の線状の導体からなる４個の東西方向短尺ダイポールアンテナ（１１１Ａ１，１
１１Ｂ１）、（１１１Ａ２，１１１Ｂ２）、（１１１Ａ３，１１１Ｂ３）、（１１１Ａ４

，１１１Ｂ４）を深さ方向に平行に配列して東西方向電界成分検出用短尺ダイポールアン
テナアレイを形成し、同様に東西方向短尺ダイポールアンテナと同じ長さの４個の南北方
向短尺ダイポールアンテナ（１１２Ａ１，１１２Ｂ１）、（１１２Ａ２，１１２Ｂ２）、
（１１２Ａ３，１１２Ｂ３）、（１１２Ａ４，１１２Ｂ４）を深さ方向に平行に配列して
南北方向電界成分検出用短尺ダイポールアンテナアレイを形成する。
　東西方向短尺ダイポールアンテナの検出方向に対して一方側の素子（１１１Ａ１，１１
１Ａ２，１１１Ａ３，１１１Ａ４）は、それぞれ差動増幅器１２１の一方側の入力１２１

Ａと他方側の入力１２１Ｂの間の静電容量Ｃ０に対して十分に大きい静電容量を有するコ
ンデンサＣ１を介して東西方向電界成分検出用差動増幅器１２１の一方側の入力１２１Ａ

に接続され、東西方向短尺ダイポールアンテナの検出方向に対して他方側の素子（１１１

Ｂ１，１１１Ｂ２，１１１Ｂ３，１１１Ｂ４）は、それぞれ一方側の素子の接続に用いた
コンデンサと同一の静電容量を有するコンデンサＣ１を介して東西方向電界成分検出用差
動増幅器１２１の他方側の入力１２１Ｂに接続される。これにより、東西方向電界成分検
出用差動増幅器１２１の入力１２１Ａと１２１Ｂの間コンデンサＣ０の両端には、前述の
ように各短尺ダイポールアンテナの両側の素子に誘起された電位に基づく電荷の４倍の電
荷が誘起され、各短尺ダイポールアンテナの両側の素子間の電位差の４倍の電圧がそれぞ
れ東西方向電界成分検出用差動増幅器１２１に入力され、各短尺ダイポールアンテナによ
り検出される電位差の４倍の電位差が検出される。
　同様に、南北方向短尺ダイポールアンテナの検出方向に対して一方側の素子（１１２Ａ

１，１１２Ａ２，１１２Ａ３，１１２Ａ４）は、それぞれ差動増幅器１２２の一方側の入
力１２２Ａと他方側の入力１２２Ｂの間の静電容量Ｃ０に対して十分に大きい静電容量を
有するコンデンサＣ１を介して南北方向電界成分検出用差動増幅器１２２の一方側の入力
１２２Ａに接続され、南北方向短尺ダイポールアンテナ素子の検出方向に対して他方側の
素子（１１２Ｂ１，１１２Ｂ２，１１２Ｂ３，１１２Ｂ４）は、それぞれ一方側の素子の
接続に用いたコンデンサと同一の静電容量を有するコンデンサＣ１を介して、南北方向電
界成分検出用差動増幅器１２２の他方側の入力１２２Ｂに接続される。これにより、南北
方向電界成分検出用差動増幅器１２２の入力１２２Ａと１２２Ｂの間のコンデンサＣ０の
両端には、前述のように各短尺ダイポールアンテナの両側の素子に誘起された電位に基づ
く電荷の４倍の電荷が誘起され、各短尺ダイポールアンテナの両側の素子間の電位差の４
倍の電圧がそれぞれ南北方向電界成分検出用差動増幅器１２２に入力され、各短尺ダイポ
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ールアンテナにより検出される電位差の４倍の電位差が検出される。
【００４５】
　なお、東西方向電界成分検出用差動増幅器１２１の入力１２１Ａと１２１Ｂの間のコン
デンサＣ０と南北方向電界成分検出用差動増幅器１２２の入力１２２Ａと１２２Ｂの間の
コンデンサＣ０は、前述のように実際に設ける必要はなく、各短尺ダイポールアンテナの
両側の素子からコンデンサＣ１を介してそれぞれ東西方向電界成分検出用差動増幅器１２
１と南北方向電界成分検出用差動増幅器１２２の入力に接続される接続ケーブル等による
浮遊容量によって代用することができる。
【００４６】
　図１（２）は、地中電磁波の電界３方向成分のうちの垂直方向の電界成分を検出する垂
直方向電界成分検出センサの回路構成を示す。
　垂直方向電界成分検出センサは、水平２方向の電界成分検出センサのような観測用ボア
ホールの内径による制約がないため、単一の長尺ダイポールアンテナ（１１３Ａ，１１３

Ｂ）を用い、水平電界成分検出センサによる検出特性と均等な検出特性を有するものとす
るため、検出回路は水平電界成分検出センサと同様にコンデンサ結合による差動増幅を行
う回路構成とした。
　すなわち、長尺ダイポールアンテナの地上側素子１１３Ａは、垂直方向電界成分検出用
差動増幅器１２３の一方側の入力１２３Ａと他方側の入力１２３Ｂの間の静電容量Ｃ０に
対して十分に大きい静電容量を有するコンデンサＣ１を介して垂直方向電界成分検出用差
動増幅器１２３の一方側の入力１２３Ａに接続され、長尺ダイポールアンテナの地下側素
子１１３Ｂは、一方側の素子の接続に用いたコンデンサと同一の静電容量を有するコンデ
ンサＣ１を介して垂直方向電界成分検出用差動増幅器１２３の他方側の入力１２３Ｂに接
続され、垂直方向電界成分検出用差動増幅器１２３によって、長尺ダイポールアンテナの
一方側の素子に誘起される電位と他方側の素子に誘起される電位との電位差によって垂直
方向電界成分検出用差動増幅器１２３の一方側の入力と他方側の入力の間の静電容量Ｃ０

に誘導された電荷による電位差が検出される。
【００４７】
　なお、垂直電界成分検出センサにおいては、狭隘なボアホール内において長尺の垂直ダ
イポールアンテナを用いるため、アンテナ素子（１１３Ａ，１１３Ｂ）と垂直方向電界成
分検出用差動増幅器１２３を接続する接続ケーブルは、長尺ダイポールアンテナの地上側
素子１１３Ａに沿って布設することになるが、長尺ダイポールアンテナの地上側素子１１
３Ａにのみ接続ケーブルが近接して布設されることで長尺ダイポールアンテナの両側の素
子間に不平衡電圧が発生してノイズ源となるという問題があった。
　本願発明では、このような問題を解決するため、長尺ダイポールアンテナのアンテナ素
子（１１３Ａ，１１３Ｂ）と垂直方向電界成分検出用差動増幅器１２３を接続する接続ケ
ーブルを長尺ダイポールアンテナの地上側素子内を通過させ、当該接続ケーブルが長尺ダ
イポールアンテナの地上側素子の電気的特性に影響を与えない構成とした。
　具体的には、長尺ダイポールアンテナは、２重シールドが施され外側シールドと内側シ
ールドが絶縁された３重同軸ケーブル（トライアキシャルケーブル）で形成し、その外側
シールド部をアンテナ素子として用い、長尺ダイポールアンテナの地上側３重同軸ケーブ
ルの地下端において、長尺ダイポールアンテナの地上側アンテナ素子を形成する地上側３
重同軸ケーブルの外側シールド部１１３Ａを、コンデンサＣ１を介して地上側３重同軸ケ
ーブルの内側シールド部１１３Ｅに接続し、長尺ダイポールアンテナの地下側アンテナ素
子を形成する地下側３重同軸ケーブルの外側シールド部１１３Ｂを、コンデンサＣ１を介
して地上側３重同軸ケーブルの芯線部１１３Ｆに接続し、長尺ダイポールアンテナの地上
側３重同軸ケーブルの地上端において、垂直方向電界成分検出用差動増幅器の一方側の入
力１２３Ａを、接続ケーブル１１３Ｃを介して地上側３重同軸ケーブルの内側シールド部
１１３Ｅに接続し、垂直方向電界成分検出用差動増幅器の他方側の入力１２３Ｂを、接続
ケーブル１１３Ｄを介して地上側３重同軸ケーブルの芯線部１１３Ｆに接続するようにし
た。
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　このように、長尺ダイポールアンテナを３重同軸ケーブルで形成し、３重同軸ケーブル
の外側シールド部をアンテナ素子とし、地上側３重同軸ケーブルの外側シールド部により
検出した信号は、地上側３重同軸ケーブルの内側シールド部を介して垂直方向電界成分検
出用差動増幅器の一方側の入力に導き、地下側３重同軸ケーブルの外側シールド部により
検出した信号は、地上側３重同軸ケーブルの芯線部を介して垂直方向電界成分検出用差動
増幅器の他方側の入力に導くようにしたので、地下側アンテナ素子で検出した信号は地上
側３重同軸ケーブルの内側シールド部で遮蔽され、地上側アンテナ素子に影響を及ぼさな
くなる。
　なお、長尺ダイポールアンテナの地上側３重同軸ケーブルの地上端と垂直方向電界成分
検出用差動増幅器の入力を接続する接続ケーブル（１１３Ｃ、１１３Ｄ）は、大地に対す
る電気的平衡状態を維持させるため、地上側３重同軸ケーブルの内側シールド部１１３Ｅ

と芯線部１１３Ｆから２本の同種の細い同軸ケーブルに接続替えし、それぞれ垂直方向電
界成分検出用差動増幅器の一方側入力１２３Ａと他方側入力１２３Ｂに接続している。
　また、垂直電界成分検出用差動増幅器１２３の入力１２３Ａと１２３Ｂの間のコンデン
サＣ０についても、前述のように実際に設ける必要はなく、長尺ダイポールアンテナの両
側の素子からコンデンサＣ１を介して垂直電界成分検出用差動増幅器１２３に接続される
接続ケーブル等による浮遊容量によって代用することができる。
【００４８】
　ここで、上記実施形態による垂直電界成分検出センサについて、指向特性を確認する測
定実験を行った。この測定実験では、一辺の素子長が２０ｃｍのダイポールアンテナを図
１（２）の接続方法で差動増幅器と接続したものを用い、このダイポールアンテナを短尺
ダイポールアンテナアレイと同じ図３ａ（１）の磁気シールドボックス内でダイポールア
ンテナの中心位置を回転中心として回転させたときの検出電圧の変化を測定した。
　図４ｂ（１）に垂直電界成分の指向特性の測定状況を示し、図４ｂ（２）に垂直電界成
分の指向特性の測定結果を示す。
　この結果、図１（２）のように構成された垂直電界成分検出センサにより、理想的な微
小ダイポールアンテナとほぼ同様の対称な指向特性が得られることが確認された。
【００４９】
　図１（３）は、上記のような東西方向電界成分検出センサと南北方向電界成分検出セン
サと垂直方向電界成分検出センサの各アンテナ素子をどのように配置して観測用ボアホー
ル１に挿入可能な地中電磁波の電界３方向成分を検出する３次元電界センサを形成するか
を示している。
　上述のように、水平電界成分検出用の短尺ダイポールアンテナアレイにおいて、各短尺
ダイポールアンテナを図３ｂ（３）に示すアンテナ電位に寄与する円柱状の有効領域が重
なるように配置すると、配列した短尺のダイポールアンテナの数に相当する電界検出性能
が得られないので、各短尺ダイポールアンテナ素子と隣接する短尺ダイポールアンテナ素
子との間を各短尺ダイポールアンテナ素子による電荷蓄積に対して隣接する短尺ダイポー
ルアンテナ素子による電荷蓄積の影響が無視できる離隔距離を空けて配列する。この実施
形態では、前述の短尺ダイポールアンテナアレイの素子間隔による電界検出の依存性の測
定実験の結果に基づき、短尺ダイポールアンテナアレイのアンテナ素子間の離隔距離は１
４ｃｍとした。
　なお、ここで実際に使用する観測用ボアホールの内径は１９ｃｍであるので、水平電界
成分検出用の２つの短尺ダイポールアンテナアレイの各短尺ダイポールアンテナの全長は
、いずれも１７ｃｍとした。
　また、垂直方向電界成分検出用の長尺ダイポールアンテナの全長は、水平電界成分検出
センサと等しい検出感度を有するものとするため、水平電界成分検出用の短尺ダイポール
アンテナアレイの各短尺ダイポールアンテナの長さにアンテナ素子数をかけた６８ｃｍと
した。
【００５０】
　このような条件で、観測用ボアホール内で３次元電界成分を検出する３次元電界センサ
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を構成するため、図１（３）に示すように、東西方向の短尺ダイポールアンテナアレイの
各短尺ダイポールアンテナ（１１１Ａ１，１１１Ｂ１）、（１１１Ａ２，１１１Ｂ２）、
（１１１Ａ３，１１１Ｂ３）、（１１１Ａ４，１１１Ｂ４）のアンテナ素子のそれぞれと
、南北方向の短尺ダイポールアンテナアレイの各短尺ダイポールアンテナ（１１２Ａ１，
１１２Ｂ１）、（１１２Ａ２，１１２Ｂ２）、（１１２Ａ３，１１２Ｂ３）、（１１２Ａ

４，１１２Ｂ４）のアンテナ素子のそれぞれを、深さ方向に互いに離隔距離を空けた各水
平面のそれぞれにおいて直交する方向に配列し、垂直方向の長尺ダイポールアンテナ（１
１３Ａ，１１３Ｂ）を水平電界成分検出用の短尺ダイポールアンテナアレイの下部に配置
した。
【００５１】
　この実施形態では、水平電界成分検出用の短尺ダイポールアンテナアレイは、各アンテ
ナ素子には０．８ｍｍφの銅線を用い、これを図１（３）に示したように配列するため、
穴あきプリント基板に各アンテナ素子を固定し、各アンテナ素子の中央端側にそれぞれコ
ンデンサＣ１を介して接続ケーブルを配線し、対応する水平方向電界成分検出用差動増幅
器の入力側と接続するようにした。
　すなわち、水平電界成分検出センサは、短辺が観測用ボアホールの内径の半分よりわず
かに小さい長方形の東西方向アンテナ素子固定用プリント基板１３１Ａ，１３１Ｂと、短
辺が観測用ボアホールの内径の半分よりわずかに小さい長方形の南北方向アンテナ素子固
定用プリント基板１３２Ａ，１３２Ｂと、プリント基板１３１Ａ，１３１Ｂとプリント基
板１３２Ａ，１３２Ｂを直交する方向に固定する円形支持板１３３１、１３３２とを備え
、東西方向アンテナ素子固定用プリント基板１３１Ａ，１３１Ｂに東西方向の各短尺ダイ
ポールアンテナの両側の素子を深さ方向に所定の離隔距離を空けてそれぞれ固定し、南北
方向アンテナ素子固定用プリント基板１３２Ａ，１３２Ｂに南北方向の各短尺ダイポール
アンテナの両側の素子を深さ方向に所定の離隔距離を空けてそれぞれ固定することで、水
平電界成分検出用の短尺ダイポールアンテナアレイを形成することができる。
　また、垂直電界成分検出用の長尺ダイポールアンテナは、地上側３重同軸ケーブルと地
下側３重同軸ケーブルを絶縁支持板１３４で連結させ、地上側３重同軸ケーブルの地上端
を水平電界成分検出センサ用のアンテナ素子が固定されたプリント基板１３１Ａ，１３１

Ｂ，１３２Ａ，１３２Ｂに固定して垂直方向に吊り下げた状態で使用するものとし、地上
側３重同軸ケーブルの地上端から前述の専用の接続ケーブル（１１３Ｃ、１１３Ｄ）を介
して垂直方向電界成分検出用差動増幅器の入力側と接続するようにした。
【００５２】
　このように形成された、東西方向の短尺ダイポールアンテナアレイと南北方向の短尺ダ
イポールアンテナアレイと垂直方向の長尺ダイポールアンテナに対して、東西方向の短尺
ダイポールアンテナアレイの各短尺ダイポールアンテナの両側の素子からコンデンサＣ１

を介して接続される東西方向電界成分検出用差動増幅器１２１と、南北方向の短尺ダイポ
ールアンテナアレイの各短尺ダイポールアンテナの両側の素子からコンデンサＣ１を介し
て接続される南北方向電界成分検出用差動増幅器１２２と、垂直方向の長尺ダイポールア
ンテナの両側の素子からコンデンサＣ１を介して接続される垂直方向電界成分検出用差動
増幅器１２３を備え、東西方向電界成分検出用差動増幅器１２１と南北方向電界成分検出
用差動増幅器１２２において、各短尺ダイポールアンテナの両側の素子に誘起される電位
の電位差を加算する電荷加算型の電界検出が行われ、地中電磁波の東西方向の電界成分出
力ＶＷＥと南北方向の電界成分出力ＶNSがそれぞれ出力され、垂直方向電界成分検出用差
動増幅器１２３において、東西方向電界成分検出用差動増幅器１２１と南北方向電界成分
検出用差動増幅器１２２と同様のコンデンサ結合による差動増幅によって電界検出が行わ
れ、地中電磁波の垂直方向の電界成分出力ＶＵＤが出力される。
【００５３】
　このように、水平電界成分検出センサは、水平２方向の短尺ダイポールアンテナアレイ
のアンテナ素子の長さを同じにして同じ数のアンテナ素子を配列としたものとし、垂直電
界成分検出センサは、水平電界成分検出センサの短尺ダイポールアンテナの長さに素子数
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を掛けた長さの長尺ダイポールアンテナとすることで、各３次元電界成分について検出感
度の等しい直交３方向電界センサを容易に実現することができる。
【００５４】
　上記実施形態では、垂直電界成分検出センサは、長尺ダイポールアンテナを３重同軸ケ
ーブルによって形成するものとして説明したが、アンテナ素子を円筒導体（例えば、円筒
パイプ）で形成し、円筒導体内に同軸ケーブルを備えるようにしてもよい。
　すなわち、長尺ダイポールアンテナの地上側円筒導体内に、長尺ダイポールアンテナの
接続点と垂直方向電界成分検出用差動増幅器の入力側を接続するための接続用同軸ケーブ
ルを設け、長尺ダイポールアンテナの地上側素子の地下端において、長尺ダイポールアン
テナの地上側素子を、コンデンサＣ１を介して接続用同軸ケーブルのシールド部に接続し
、長尺ダイポールアンテナの地下側素子を、コンデンサＣ１を介して接続用同軸ケーブル
の芯線部に接続し、長尺ダイポールアンテナの地上側素子の地上端において、垂直電界成
分検出用差動増幅器の一方側の入力を接続用同軸ケーブルのシールド部に接続し、垂直電
界成分検出用差動増幅器の他方側の入力を接続用同軸ケーブルの芯線部に接続することで
、上記実施形態と同様の効果を奏する垂直電界成分検出センサを構成することができる。
【００５５】
　また、上述のような地中電磁波の電界３方向成分を検出する３次元電界センサに対して
、更に地中電磁波の磁界３方向成分を検出する３次元磁界センサを組み合せることで、地
中電磁波の偏波面が回転している場合でも３次元到来方位を正確に検出できる地中電磁波
３次元成分検出センサを構成することができる。
　図５に、このような本願発明の他の実施形態にかかる地中電磁波３次元成分検出センサ
の概略構成を示す。この実施形態の地中電磁波３次元成分検出センサでは、観測用ボアホ
ール１に挿入されるセンサ部１００と、センサ部１００で検出された信号を処理して地中
電磁波の到来方位を演算する信号処理部２００を備える。
【００５６】
　センサ部１００は、図１に示した地中電磁波の電界３方向成分を検出する３次元電界セ
ンサに加えて、地中電磁波の磁界３方向成分を検出する３次元磁界センサを備える。
　３次元磁界センサは、３次元電界センサによる地中電磁波の電界成分の３次元検出方向
のそれぞれに対応して、地中電磁波の東西方向の磁界成分を検出する東西方向磁界成分検
出用サーチコイル１４１と、サーチコイル１４１の両端の電位差を増幅して地中電磁波の
東西方向の磁界成分を出力する東西方向磁界成分検出用差動増幅器１５１と、地中電磁波
の南北方向の磁界成分を検出するサーチコイル１４２と、サーチコイル１４２の両端の電
位差を増幅して地中電磁波の南北方向の磁界成分を出力する南北方向磁界成分検出用差動
増幅器１５２と、地中電磁波の垂直方向の磁界成分を検出するサーチコイル１４３と、サ
ーチコイル１４３の両端の電位差を増幅して地中電磁波の垂直方向の磁界成分を出力する
垂直方向磁界成分検出用差動増幅器１５３を備える。
【００５７】
　信号処理部２００は、検出部１００の３次元電界センサにより検出された電界３方向成
分と３次元磁界センサにより検出された磁界３方向成分が入力され、入力された各センサ
信号に対してサンプリングする際の折り返し歪（エイリアス）を防止するためのＬＰＦ（
低域濾波器）２１０と、ＬＰＦ２１０を通過した信号に対して設定された条件で電磁波パ
ルスを切り出してサンプリングするＡＤ変換器２２０と、ＡＤ変換器２２０においてサン
プリングされた信号を取り込んで到来方位を演算する演算処理を行うコンピュータ２３０
と、コンピュータ２３０により求められた到来方位を表示する表示機２４０を備える。
【００５８】
　ここで、地中電磁波３次元成分検出センサにより検出された電界３方向成分と磁界３方
向成分から地中電磁波の到来方位を演算する処理について説明する。
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　従って、地中電磁波の到来方位は、次のような信号処理によって求めることができる。
 
１）上記地中電磁波３次元成分検出センサで検出される電磁界６成分はＥｘ，Ｅｙ，Ｅｚ

，Ｈｘ，Ｈｙ，Ｈｚであるが、それらは変動電磁界であり、さまざまな周波数成分を含ん
でいるので、まず検出された電磁界６成分の信号を周波数成分に分解し、周波数毎の振幅
と位相を算出する。
２）一つの周波数成分において電磁界６成分の信号間には位相差が生じているので、その
中から基準となる信号を決め、それに対してπ／２以上の位相差を有する成分は逆相とな
るので負符号を付ける。その結果として、正負符合を含んだ電磁界６成分がえられるので
、それを（４）式に代入することで、一周波数成分についてのポインティングベクトルが
決定される。

４）伝搬方向の逆が到来方位を表しているので、それを地中で検出された電磁波パルスの
一周波数成分の到来方位とする。
５）他の周波数成分についても上記２）～４）を同時に繰り返して実行し、すべての周波
数成分について到来方位を決定する。
６）検出した一つの電磁波パルスについて算出した周波数毎に色分けし、それらの到来方
位線を同一立体地図上に描画することにより波源位置方向が明らかとなる。
【００５９】
　なお、上記実施形態では、水平電界成分検出センサの各短尺ダイポールアンテナアレイ
において、短尺ダイポールアンテナの素子数が４の場合について説明しているが、予想さ
れる電磁界が平面波近似を満たしている（波源から十分に遠方である）限り深さ方向に制
限はないので、検出感度を上げるために多数のアンテナ素子を配列することができる。
　例えば、各短尺ダイポールアンテナの一辺の素子長が５ｃｍの場合に、２０個の短尺ダ
イポールアンテナを用いて短尺ダイポールアンテナアレイを構成することにより、一辺の
素子長が１ｍの長尺のダイポールアンテナと同等の検出感度を得ることができる。
【００６０】
　また、上記実施形態では、水平電界成分検出センサの短尺ダイポールアンテナアレイの
各短尺ダイポールアンテナは同じ長さのものを使用するものとして説明したが、本願発明
はこれに限定されるものではなく、長さが不均一な短尺ダイポールアンテナを組合せた短
尺ダイポールアンテナアレイであっても本願発明の効果を奏する。
【００６１】
　また、上記実施形態では、水平２方向の各短尺ダイポールアンテナのそれぞれを互いに
離隔距離を空けた各水平面のそれぞれにおいて直交する方向に配列するものとして説明し
たが、本願発明はこれに限定されるものではなく、各検出方向の短尺ダイポールアンテナ
アレイのそれぞれについて所定の離隔距離を開けて深さ方向に平行に配列するものである
限り、各３次元電界成分について検出感度の等しい直交３方向電界センサを構成すること
ができ、本願発明の効果を奏する。
【００６２】
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　また、上記実施形態では、水平電界成分検出センサの短尺ダイポールアンテナアレイに
おいて各短尺ダイポールアンテナと隣接する短尺ダイポールアンテナとの間を各短尺ダイ
ポールアンテナ素子による電荷蓄積に対して隣接する短尺ダイポールアンテナ素子による
電荷蓄積の影響が無視できる離隔距離を空けて配列するものとして説明したが、本願発明
はこれに限定されるものではなく、短尺ダイポールアンテナアレイの各短尺ダイポールア
ンテナと隣接する短尺ダイポールアンテナとの間隔を所定の離隔距離よりも短くしてもよ
い。この場合には、短尺ダイポールアンテナアレイのアンテナ素子数に比例した検出感度
が得られないことになるが、その分素子数を増やすことによって対応することができる。
【００６３】
　また、上記実施形態では、水平電界成分検出センサとして電荷加算型の電界検出を行う
ものとして説明したが、本願発明はこれに限定されるものではなく、差動増幅器において
各短尺ダイポールアンテナの一方側の素子に誘起される電位と他方側の素子に誘起される
電位の電位差を加算するものである限りどのようなものでも本願発明の効果を奏する。
　なお、上述の電流駆動型の電界検出においては、各短尺ダイポールアンテナに誘起され
た電流が差動増幅器側に吸い上げられるため、各短尺ダイポールアンテナにより検出され
る微弱な空間電界が乱され、短尺ダイポールアンテナの素子数に比例した検出感度が得ら
れないことが確認されているが、この場合においてもその分素子数を増やすことによって
対応することができる。
【００６４】
　また、上記実施形態では、水平電界成分検出センサの各短尺ダイポールアンテナアレイ
の各アンテナ素子は、穴あきプリント基板を用いて固定するものとして説明したが、本願
発明はこれに限定されるものではなく、各短尺ダイポールアンテナを平行に配列できるも
のである限り、どのような固定方法を用いたものであってもよい。
【産業上の利用可能性】
【００６５】
　以上述べたように、本願発明によれば、全長が観測用ボアホールの内径より小さい一対
の線状の導体からなる短尺ダイポールアンテナを深さ方向に平行に複数配列し、各短尺ダ
イポールアンテナの両側の素子に誘起される電位の電位差を加算することにより長尺のダ
イポールアンテナと同等の検出感度と指向特性を得ることが可能となり、狭隘な観測用ボ
アホール内で波長の長い微弱な地中電磁波の水平電界成分を感度よく検出することができ
る地中電磁波３次元成分検出センサを構成できる。
　更に、このような３次元電界成分検出センサに加えて地中電磁波の３次元磁界成分を検
出する３次元磁界成分検出センサを組合せることで、狭隘な観測ボアホール内で地中電磁
波の正確な３次元到来方位を検出することができ、検出された地中電磁波の偏波面が回転
している場合であっても、それが地中起源のものか地上起源のものかを正しく分離するこ
とが可能となる。
　また、このような地中電磁波３次元成分検出センサを複数箇所に設置することにより、
例えば地殻変動によって発生する微弱な電磁波パルスの発生源の位置を正確に特定するこ
とが可能となり、地震予知等の分野において有用な地中電磁波観測システムを構成するこ
とができる。
【００６６】
　本願発明は、上述した各実施形態に限定されるものではなく、本願発明の効果を奏する
限り、各実施形態で述べた構成要素を適宜入れ替えたり、新たな構成要素を追加したり、
一部の構成要素を削除したりしてもよいことはいうまでもない。
【符号の説明】
【００６７】
　１　観測用ボアホール
　１１０Ａ１～１１０ＡＮ　短尺ダイポールアンテナ一方側素子
　１１０Ｂ１～１１０ＢＮ　短尺ダイポールアンテナ他方側素子
　１２０　差動増幅器
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　１１１Ａ１～１１１Ａ４　東西方向短尺ダイポールアンテナ一方側素子
　１１１Ｂ１～１１１Ｂ４　東西方向短尺ダイポールアンテナ他方側素子
　１２１　東西方向電界成分検出用差動増幅器
　１１２Ａ１～１１２Ａ４　南北方向短尺ダイポールアンテナ一方側素子
　１１２Ｂ１～１１２Ｂ４　南北方向短尺ダイポールアンテナ他方側素子
　１２２　南北方向電界成分検出用差動増幅器
　１１３Ａ　垂直方向長尺ダイポールアンテナ地上側３重同軸ケーブルの外側シールド部
　１１３Ｂ　垂直方向長尺ダイポールアンテナ地下側３重同軸ケーブルの外側シールド部
　１１３Ｃ　垂直方向長尺ダイポールアンテナ地上側素子の接続ケーブル
　１１３Ｄ　垂直方向長尺ダイポールアンテナ地下側素子の接続ケーブル
　１１３Ｅ　垂直方向長尺ダイポールアンテナ地上側３重同軸ケーブルの内側シールド部
　１１３Ｆ　垂直方向長尺ダイポールアンテナ地上側３重同軸ケーブルの芯線部
　１２３　垂直方向電界成分検出用差動増幅器
　１３１Ａ、１３１Ｂ　東西方向アンテナ素子固定用プリント基板
　１３２Ａ、１３２Ｂ　南北方向アンテナ素子固定用プリント基板
　１３３１、１３３２　円形支持板
　１３４　　　　　　垂直方向長尺ダイポールアンテナ絶縁支持板
　１００　センサ部
　１４１　東西方向磁界成分検出用サーチコイル
　１５１　東西方向磁界成分検出用差動増幅器
　１４２　南北方向磁界成分検出用サーチコイル
　１５２　南北方向磁界成分検出用差動増幅器
　１４３　垂直方向磁界成分検出用サーチコイル
　１５３　垂直方向磁界成分検出用差動増幅器
　２００　信号処理部
　２１０　低域濾波器
　２２０　ＡＤ変換器
　２３０　コンピュータ
　２４０　表示器
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